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審議事項及び審議経過

第5回委員会（平成18年4月21日）

第12回作業班（平成18年5月9日）
•検討の進め方、運営方針及び検討スケジュール等について確認
•高速無線LANの技術的条件について検討

第6回委員会（平成18年5月23日）

第7回委員会（平成18年11月13日）

第13回作業班（平成18年6月7日）

•外部関係者から聴取した意見を踏まえ検討することを決定
•高速無線LANの技術的条件について検討

第14回作業班（平成18年10月4日）

第15回作業班（平成18年11月6日）

•作業班検討結果報告について取りまとめ

•アドホック会合（計３回）、
メール審議を実施

第8回委員会（平成18年12月中）

審議事項審議事項

諮問第2014号

「5GHz帯の無線アクセスシステムの技術的条件」のうち「高速無線LANの技術的条件」

審議経過審議経過

•高速無線LANの技術的条件及び作業班報告(案)について検討
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高速無線LANの利用シーン

乗車 下車
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高速無線LANの位置付け
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現在の無線LAN（最大伝送速度54Mbps）を高度化することにより、100Mbps以上の

伝送速度を低機動性環境下※で提供するシステム

※ ITU-R勧告M.1450では、up to 6m/sを例示



高速無線LANの需要予測

2010年時点・・・6,530万台
2015年時点・・・2億6,500万台
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2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

5GHz帯小電力データ通信システム

5GHz帯無線アクセスシステム（免許局）

5GHz帯無線アクセスシステム（免許不要局）

5GHz帯無線アクセスシステム（登録局）

[参考] 年度別の開設無線局数及び出荷台数の累積

平成18年度電波の利用状況調査結果より

2008年

国内外における無線LAN等の高速化の検討状況

2.4GHz帯無線LAN

1993.12

国際標準規格の策定等国際標準規格の策定等

2000年1990年

2008中
IEEE802.11n規格

策定（予定）

5GHz帯無線LAN
2000.3

1999.9
IEEE11a/b
規格策定

2003.7
WRCで5㎓帯を無線LANを

含む無線アクセスシステムに分配

2003.6
IEEE11g
規格策定

2004.9
IEEE11j
規格策定

2007中

2007中
100Mbps以上実現

（予定）

5GHz帯無線アクセスシステム
（高出力無線ＬＡＮ）

IEEE11aに準拠する高出力無線LANの導入
54Mbps／100㎒幅（暫定的に61㎒幅）

利得13dBiに拡大

1997.6
IEEE11
規格策定

2005.5

1999.10 2002.2

2006.6
FCCでDFS
試験方法
策定（予定）

2003.9
IEEE802.11h
規格策定
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2007年2006年2005年

国内における検討状況国内における検討状況

2002.9 2005.5

IEEE11a（OFDM）

規格への対応
54Mbps／100㎒幅

チャネル配置を
世界標準に変更
200㎒幅に拡大

455㎒幅に拡大

（予定）

スペクトラム
直接拡散方式
による2Mbps／26㎒幅

ＩＥＥＥ802.11b
（スペクトラム直接拡散方式）
規格への対応
11Mbps／97㎒幅に拡大

IEEE11g（OFDM方式）

規格への対応
54Mbps／利得12.14dBiにアップ

2005.9
IEEE11e
規格策定

2004.9
IEEE11i
規格策定



IEEE802.11nの概要

周波数チャネル当たりのスペクトラムマスク周波数チャネル当たりのスペクトラムマスク
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2003年9月 2006年1月 2007年9～１１月 2008年 春頃

IEEEにタスクグループn(TGn)を設置

１１ｎの技術的なドラフトが承認(Draft ver.0.01)

802.11n規格制定・発効

ほぼ固まったドラフトをスポンサー投票
にかける

3月

Draft ver.1.0が承認

IEEEにおける高速無線LAN（802.11n）の標準化動向
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わが国における5GHz帯の周波数利用状況

4800

4500

固定マイクロ固定マイクロ

H24.11.30まで

移動通信
システム
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誘導システム
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移動業務
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主な検討課題

① 40MHzシステムと既存無線LANとの周波数共用
② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用
③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダリンクとの周波数共用
④ 40MHzシステムと気象レーダーとの周波数共用
⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響
⑥ 40MHzシステムと地球探査衛星との周波数共用

① 40MHzシステムと既存無線LANとの周波数共用
② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用
③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダリンクとの周波数共用
④ 40MHzシステムと気象レーダーとの周波数共用
⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響
⑥ 40MHzシステムと地球探査衛星との周波数共用

無線航行衛星 [衛星測位ｼｽﾃﾑ予定]
(5000~5030MHz)
航空無線航行 [MLS予定]
(5030~5091MHz)

航空無線航行 [MLS予定]
(5030~5091MHz)

5.03GHz帯ｼｽﾃﾑ
(5030~5091MHz)

無線標定 [各種ﾚｰﾀﾞｰ]

(5350~5850MHz)

アマチュア

(5650~5850MHz)

地球探査衛星 [合成開口ﾚｰﾀﾞｰ等)
(5250~5570MHz)
無線標定 [各種ﾚｰﾀﾞｰ]
(5350~5850MHz)
アマチュア
(5650~5850MHz)

5.6GHz帯システム
(5470~5725MHz)

無線標定 [各種ﾚｰﾀﾞｰ]
(5250~5850MHz)
地球探査衛星 [合成開口ﾚｰﾀﾞｰ等]
(5350~5570MHz)

無線標定 [気象ﾚｰﾀﾞｰ]
(5250~5350MHz)
地球探査衛星 [合成開口ﾚｰﾀﾞｰ等]
(5250~5350MHz)

5.3GHz帯システム
(5250~5350MHz)

航空無線航行 [MLS予定]
(5030~5091MHz)
無線標定 [気象ﾚｰﾀﾞｰ]
(5250~5350MHz)

固定衛星 [非静止衛星ﾌｨｰﾀﾞﾘﾝｸ]
(5091~5150MHz)

5.2GHz帯システム
(5150~5250MHz)

固定 [固定ﾏｲｸﾛ通信ｼｽﾃﾑ]
(4400~4900MHz) [H24.11まで]
移動業務 [第4世代移動通信ｼｽﾃﾑ予定]
(4400~4900MHz) [H22.1から]

固定 [固定ﾏｲｸﾛ通信ｼｽﾃﾑ]
(4900~5000MHz) [H19.11まで]

4.9GHz帯システム
(4900~5000MHz)

隣接周波数帯を使用する
他の無線システム

同一周波数帯を使用する
他の無線システム

無線LAN
システム
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現行の共用条件を
踏まえて検討 ※1

※1 平成11年度電気通信技術審議会答申(諮問第99号「5GHz帯

の周波数を利用する広帯域移動ｱｸｾｽｼｽﾃﾑの技術的条件」平
成11年9月)

平成12年度電気通信技術審議会答申(諮問第108号「5GHz帯
の無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑの技術的条件」平成12年10月)

平成14年度情報通信審議会答申(諮問第2004号「5GHz帯無
線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑの技術的条件」平成14年5月)

平成16年度情報通信審議会答申(諮問第2014号「5GHz帯の
無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑの技術的条件」のうち「占有周波数帯幅20MHz
以下の小電力ﾃﾞｰﾀ通信ｼｽﾃﾑの技術的条件」平成16年11月



既存無線LANとの周波数共用条件

チャネル間隔の異なるシステムの混在

指向性の異なる空中線を有するシステムの混在

変調方式、接続方式等異なるシステムの混在

主な検討課題① 40MHzシステムと既存無線LANとの周波数共用主な検討課題① 40MHzシステムと既存無線LANとの周波数共用

停波する最大電界強度
（E）

最大等価等方輻射電力内
において任意

1W e.i.r.p.以下の場合 1W e.i.r.p.を超える場合

主輻射の角度の幅（θ）

[ ]
[ ]mmV

n
WP

G
E

t
t

/
20

16.01
100

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ×

×=[ ]mmVE /100=

[ ]deg

4

360
A

=θ

キャリアセンス機能を義務化
停波する最大電界強度を規定
送信しようとする全帯域をキャリアセンスすること

1W e.i.r.p.以下

機器設計の柔軟性を確保するため、厳密な共用基準
を設定するよりは、運用調整で対処することが適当

1W e.i.r.p.を超える場合

キャリアセンスレベル、主輻射の角度幅を制限するこ
とが適当

検討課題検討課題 共用条件共用条件

キャリアセンスレベル・主輻射の角度幅キャリアセンスレベル・主輻射の角度幅

[ ]
25.0

WPG
A tt ×=

※1 Gtは、空中線の絶対利得の真値
※2 Ptは、空中線電力[W]
※3 nは、20

※1 Gtは、空中線の絶対利得の真値
※2 Ptは、空中線電力[W]
※3 nは、20 10

※1 空中線前方における電界強度をいう。

※1

他の無線システムとの周波数共用条件①

帯域外発射領域における不要発射
の強度の許容値

主な検討課題② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用主な検討課題② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用

平成元年平成2年平成11年導入開始

50km(標準ﾓﾃﾞﾙ)50km(標準ﾓﾃﾞﾙ)50km(標準ﾓﾃﾞﾙ)中継距離

4.2dB以下
[kTBF=-

109.6dBm/MHz]

5.0dB以下
[kTBF=-

108.8dBm/MHz]

5.0dB以下
[kTBF=-

108.8dBm/MHz]
雑音指数

19dBm/25dBm
(4ﾏﾙﾁﾌﾟﾗｲﾏﾘｷｬﾘｱ)

19dBm/25dBm/31dB
m

(3ﾏﾙﾁﾌﾟﾗｲﾏﾘｷｬﾘｱ)
26dBm/32dBm送信出力

16値直交振幅変調16値直交振幅変調
64値直交振幅変

調
変調方式

100Mbps×1252Mbps×2552Mbps×39
ﾙｰﾄ容量
(52Mbps
換算)

７＋1（予備）9＋1（予備）13＋1（予備）
無線装置

数

200Mbps
(100Mbps×2)

156Mbps
（52Mbps×３）

156Mbps
伝送容量
(無線装
置当り)

4400－5000MHz4400－5000MHz4400－5000MHz周波数帯

5G-200ME方式
5G-150M

（5G-H-52M）方式

5G-150MD
（5G-HQ-156M）

方式
方 式

検討課題検討課題 検討の前提検討の前提

固定マイクロ通信システムとの干渉評価においては、
以下の条件を適用

許容干渉レベル：kTBF-10dB
伝搬モデル：自由空間伝搬
遮蔽モデル：地形による回折のみを考慮

固定マイクロ通信システムの概要固定マイクロ通信システムの概要

平成19年12月以降、固
定マイクロ通信システム
の機能上、4870-
4800MHzがその受信帯

域外となることが想定

50004900 周波数
（MHz)

48004700

4980496049404920

40ｄB

2 3 41

【固定ﾏｲｸﾛ方式】

【無線ｱｸｾｽｼｽﾃﾑ】

中心周波数間隔：70MHz

中心周波数間隔：60MHz

中心周波数間隔：100MHz

中心周波数間隔：70MHz

47604720 4940 4980

V

H
4740 4840 496048804780

7

7

4860 4900
5G-200ME方式

321

654

4820 49204800

482047604720 4940 4980

V

H
4740 4840 496048804780

876510

43219

4900 4920

16QAM-52M方式
256QAM-104M方式 48604800

481047704730

1 2 3 5 6 7

4890 4930 4970

8 9 10 12 13 14

V

H

4

64QAM-156M方式

11

4850

481047704730

1

2

3 5

6

7

4890 4930 4970

V

H
4850

4

5G-200M方式

周波数チャネル配列周波数チャネル配列
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他の無線システムとの周波数共用条件②

主な検討課題② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用主な検討課題② 40MHzシステムと固定マイクロ通信システムとの周波数共用

共用条件共用条件
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規定案

50μW/MHz

2.5μW/MHz

0.2μW/MHz

50μW/MHz

2.5μW/MHz

帯域外発射領域における不要発射の強度を規定
平成19年11月までの許容値 (現行技術基準どおり)

平成19年12月以降の許容値 (現行技術基準を緩和)
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他の無線システムとの周波数共用条件③

高速移動体の車両の遮蔽効果
（建造物の遮蔽効果と同等かどうか）

主な検討課題③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダーリンクとの周波数共用主な検討課題③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダーリンクとの周波数共用

検討課題検討課題 検討の前提検討の前提

周波数の使用条件（屋内使用限定）を踏まえ、列車車
両、航空機機体による遮蔽効果を実測により調査

列車：つくばエクスプレス
航空機：B747型機、B787型機

APアンテナ
テストポイント

先頭車両

210cm

90cm

210cm

350cm

350cm

210cm

90cm

４ｍ 8.35m

１ｍ

１ｍ

15.2322.2615.5122.572.1m

18.4315.9719.3616.312.1m

17.6217.3318.7418.553.5m-4m

4.712.794.942.932.1m

16.2614.0516.4712.843m

11.3116.3711.9717.373.5m8.35m

21.2817.0121.1817.072.1m

18.3418.4218.4018.713m

31.1636.6531.8436.593.5m0m

奥側
(dB中央

値)

ドア側
(dB中央値)

奥側
(dB平均値)

ドア側
(dB平均値)

Tx高さ
Tx～Rx間

距離

21.0 dB18.7 dBBelow window level

19.5 dB18.3 dBAbove window level

7.5 dB13.6 dBAt Window level

19.3 dB17.3 dBAll 27 data points

中央値平 均

B747-400型機体の平均減衰量

B747型機/B747型機体の遮蔽効果B747型機/B747型機体の遮蔽効果

380MHz～10.6GHzの周波数に対し25～50dB窓
（導電コーティング付き）

60dB機体
（カーボン繊維複合材）

減衰量

B787型機体の減衰量

17.51dB17.85dB

中央値平均値

つくばエクスプレス車両の減衰効果つくばエクスプレス車両の減衰効果
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他の無線システムとの周波数共用条件④

主な検討課題③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダーリンクとの周波数共用主な検討課題③ 40MHzシステムと非静止衛星フィーダーリンクとの周波数共用

共用条件共用条件

5150-5350MHzの周波数の使用は、現行の技術基準に従い屋内に限定

5150-5250MHzでは、建物等による平均遮蔽損失が13dB以上必要（平成11年度電気通信審議会答申）

5250-5350MHzでは、建物等による平均遮蔽損失が17dB以上必要（平成16年度情報通信審議会答申）

ただし、上記遮蔽損失量をもって、屋内であることの定義は行わないことが適当

高速移動体車両内の取扱

今回実測した高速移動体車両のような十分な遮蔽効果が見込まれるものについては、屋内と同等と見なす
ことが適当

遮蔽損失についてはあくまでも平均値であることを踏まえ、高速移動体車両の遮蔽効果のバラツキについて
は、無線LANからの総合干渉量としては、マージンの範囲内にあるものと捉えることが適当

無線機器メーカやサービス提供事業者といった業界から、事前の十分な遮蔽効果の確認を行うことについて、
無線LAN設置者への周知を徹底する（ガイドラインを策定する）等の努力が求められる

14

他の無線システムとの周波数共用条件⑤

周波数チャネル帯域幅が拡大することによ
る5.2GHz帯システムから気象レーダーに対

する干渉の影響
気象レーダーと同一周波数帯を使用する場
合の共用条件

主な検討課題④ 40MHzシステムと気象レーダーとの周波数共用主な検討課題④ 40MHzシステムと気象レーダーとの周波数共用

検討課題検討課題 検討の前提検討の前提

平成16年情報通信審議会答申の結果を踏まえ、5230MHzを
使用する40MHzシステムが5260MHz帯を使用する気象レー

ダーへの影響が最悪ケースと仮定
気象レーダーと同一周波数帯を使用する場合は、現行の技術
基準を踏まえること

DFS/TPC機能の具備
40MHzシステムは、IEEE802.11nに準拠するスペクトラムマス

クを適用

周 波 数 差
許 容 干 渉

レ ベ ル
ﾚ ｰ ﾀﾞｰ 受 信

R F 系 損
L s u m

建 物
損

平 均 /
ピ － ク

比

許 容 輻 射 電 力
( E IR P ）

8 0 2 .1 1 a ｽ ﾍ ﾟｸ ﾄ
ﾗ ﾑ ﾏ ｽ ｸ
（ E IR P )

ﾏ ｰ ｼ ﾞﾝ

（ M H ｚ ） （ ｄ B m / M H z ) （ ｄ B ) （ ｄ B ) （ ｄ B ) （ ｄ B ) （ ｄ B m / M H ｚ ） （ ｄ B m / M H ｚ ） dB

筑 波 ( 研 究 用 ） - 1 1 3 3 .1 8 1 .4 1 7 - 1 .2 - 1 0 .3 7 .7

中 部 新 空 港 - 1 1 1 6 .2 8 6 .9 1 7 - 1 .2 - 5 .9 1 2 .1

大 鶴 峰 - 1 1 3 5 .6 9 4 .7 1 7 - 1 .2 - 0 .1 1 7 .9

福 岡 空 港 - 1 1 1 6 .2 8 4 .0 1 7 - 1 .2 - 8 .8 9 .2

2 5 伊 豆 大 島 - 1 1 2 3 .7 9 2 .4 1 7 - 1 .2 2 .3 - 2 4 .0 2 6 .3

羽 田 - 1 1 1 8 .8 8 0 .5 1 7 - 1 .2 - 3 .5 2 6 .5

成 田 - 1 1 1 8 .8 8 3 .9 1 7 - 1 .2 - 0 .1 2 9 .9

赤 木 山 - 1 1 5 3 .7 8 3 .6 1 7 - 1 .2 - 5 .6 2 4 .4

大 阪 北 区 - 1 1 3 1 .8 7 9 .4 1 7 - 1 .2 - 9 .8 2 0 .2

3 0 以 上

ﾚ ｰ ﾀﾞｰ 局

2 0 - 1 8 .0

- 3 0 以 下

最悪と想定される場合において、IEEE802.11nのスペクトラムマスクを適用するこ

とで、特段の支障はないことが判明

-21-21

-10-10

-30

-16.8-13

-18

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

5240 5250 5260 5270

MHｚ

d
B

m
/
M

H
z

40Mモード

20Mモード

6.5dB-16.8dBm/MHzIEEE802.11n

7.7dB-18.0dBm/MHzIEEE802.11a

5620MHzを使用する筑波

レーダーに対するマージン

5260MHzにおける等

価等方輻射電力密度
規格種別

筑波レーダーへの影響の度合い筑波レーダーへの影響の度合い

共用条件共用条件

40MHzシステムはIEEE802.11nに準拠するスペクトラムマス

クとすることが適当

気象レーダーと同一周波数帯を使用する場合は、DFSを具備

することが必要
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他の無線システムとの周波数共用条件⑥

主な検討課題⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響主な検討課題⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響

高速移動することにより、DFSによるレーダー波検出

期間が相対的に小さくなることの影響

検討課題①検討課題① 検討の前提検討の前提

DFS機能におけるレーダー波検出ウィンドウ※について、

静止時に対する比率の変動を調査

※ 無線LANにおけるレーダー波受信レベルが、DFS検出閾値（-64/-62dBm）を超えてから、レーダー空中線の回転によって、再びDFS検出閾値以下になるまでの
時間をいい、レーダー空中線の回転速度、レーダー空中線の指向特性、検出マ－ジン（レーダー波受信レベルとDFS検出閾値との差）で決まる。検出の手がかり
となるパルス数に比例するため、検出確率にも比例するもの。

高速移動によるDFSのレーダー波検出機能への影響高速移動によるDFSのレーダー波検出機能への影響

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

0.1 1 10 100
レ－ダ 航空機間距離（Km)

4ｒ
ｐ
ｍ

レ
－

ダ
に

対
す

る
静

止
を

1と
し

た

検
出

ウ
イ

ン
ド

ウ
比

率

2ｒｐｍ 300Km/h
4ｒｐｍ 300Km/ｈ
2ｒｐｍ 1000Km/h
4rpm 1000Km/h

レーダーに対する航空機の相対速度が、離発着時の300km/h程度、巡航時の1000km/h程度であっても、静止時に対し、検出ウィンドウ
の90%以上が確保されるため、高速移動時においてもDFS検出は可能。

レ－ダ局
検出Window

距離
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他の無線システムとの周波数共用条件⑦

主な検討課題⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響主な検討課題⑤ 5.3GHz帯システムの高速移動時の気象レーダーへの影響

高速移動することで、トンネル等遮蔽された空間から
レーダーと見通しとなる空間に、突然無線LANが出現

する場合のレーダーに対する影響

検討課題②検討課題② 検討の前提検討の前提

レーダー波検出から停波までの最長時間（260ms）に、

干渉を与える確率・条件等を調査

高速移動によるDFSのレーダー波検出機能への影響高速移動によるDFSのレーダー波検出機能への影響

以下の条件が整った場合のみ干渉の可能性があるが、当該条件が全て成立する確率は非常に小さく、通常では
DFSが正常に動作するため、特段支障はないものと考えられる。

レ－ダ局

距離

0.0001

0.001

0.01

0.1

1

1 10 100 1000

距離（Km)

確
率

干渉を受ける範囲内にある確率

• レ－ダーが干渉を受けるエリア内にレ－ダー空中線軸があること（その確率は距離12kmで1%程度）
• 車両窓際に置かれた無線LAN端末が送信していること

• レーダーの距離、方位平均時間内に、あるレベル以上の干渉を与え続けていること
• その窓際側の列車の側面がレ－ダー方向に面しており、伝搬路が自由空間であること

一般気象レーダ空中線軸が干渉を受けるエリア内にある確率
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他の無線システムとの周波数共用条件⑧

参考資料 802.11aによる空港気象レーダスコープ上での干渉縞の見え方参考資料 802.11aによる空港気象レーダスコープ上での干渉縞の見え方

干渉量が -103dBm/MHz を超える限界角（16.8度）

WAS方向

観測方位

観測距離が短いところほど（～
30Km)レ－ダ受信機のAGC動

作により干渉縞の影響が小さい
(ほとんど出ない）。

水平離角が±8.4度を超える場合、干渉を与える前にDFSが働き

干渉縞は現れない。

1. 方位1単位幅の線状の干渉縞が観測方位に表示される。
2. 1度は42.8msecであり、WASはこの間約97％の検出率でレ－ダを検出し停波動作に入る。
3. DFS停波は、APが百数十μsecのパケットで間歇的にSTAに通知することによって行われ、実力10～20msecで

完了する。よって、以降の方位平均時間30msecにある24個の方位レンジビン内に共通に干渉を与える確率は

きわめて小さく、停波動作中に干渉縞が観測される可能性は低いと考えられる。

多くの方位平均や時間平均を取る場合WASとの距離に関係なく干渉縞は方位1～2単位、角度にして1~2度に現れる

と考えられる。
WASとの距離は限界角の大小に関係する。

DFS停波動作時、干渉エネルギーが ある方位ビン内に集中

する場合、そのビンの距離位置に干渉縞が現れる。

レーダ空中線回転方向

干渉実験事例
（気象レーダスコープ上での干渉縞の見え方）

2005年9月 WP 8B 会合 カナダ寄書8B/293より
WAS ： 802.11a LAN、38 dBm、

レーダ閾値より16dB高い干渉。
距離10.6Km、屋外、空中線高15m
場所Carleton AZ角 345度 DFS無し

Radar ： CWSR98 Radar.  仰角0.54度、
Franktown, Ontario, Canada 
距離目盛 ： 40 Km

802.11aからの“Streak”干渉。
一般にはWASの空中線高が

低く低層伝搬で自由空間損以
上の伝搬損があり、またレ－ダ
空中線がペンシルビームで且
つ平均化処理がなされるので、
よほどの近距離でない限り、
DFSなしでも観測角がWASの
方位角で1～2方位単位の輝線

状の干渉縞となると考えられる。18

他の無線システムとの周波数共用条件⑨

主な検討課題⑥ 40MHzシステムと地球探査衛星との周波数共用主な検討課題⑥ 40MHzシステムと地球探査衛星との周波数共用

周波数チャネル帯域幅が拡大することによる地球探
査衛星及び宇宙研究業務に対する干渉の影響

検討課題検討課題 検討の前提検討の前提

40MHzシステムは、IEEE802.11nに準拠するスペクトラ

ムマスクを適用

共用条件共用条件

平成16年度情報通信審議会答申の結果を踏まえ、以下のとおりとすることが適当

【5.3GHz帯】

• 屋内限定（建物による平均遮蔽効果：17dB）とすること

• TPC機能を具備すること、又はTPCを具備しない場合は規定の最大出力から3dB低下すること

• e.i.r.p.が200mW以下、e.i.r.p.密度が10mW/MHz以下であること

• DFS機能等のランダムなチャネル選択機能を具備すること

【5.6GHz帯】

• TPC機能を具備すること、又はTPCを具備しない場合は規定の最大出力から3dB低下すること

• e.i.r.p.が1W以下、e.i.r.p.密度が50mW/MHz以下であること

• DFS機能等のランダムなチャネル選択機能を具備すること

19



53505150 5250

4.9GHz帯システム [20MHz幅：4CH、40MHz幅：2CH]

55005470 5600 5700 5725

MHz

MHz

5091
4900 5000 51005030 MHz

技術的条件の概要①

周波数チャネル配置周波数チャネル配置

5.6GHz帯システム [20MHz幅：11CH、40MHz幅：5CH]

5,2GHz帯システム [20MHz幅：4CH、40MHz幅：2CH] 5,3GHz帯システム [20MHz幅：4CH、40MHz幅：2CH]

5.03GHz帯システム [20MHz幅：3CH]

※ 2012年11月までの暫定使用

全帯域：455MHz [暫定61MHz]
全CH数：20MHzシステム 23CH [暫定3CH]

40MHzシステム 11CH [暫定0CH]

20※ 2.4GHz帯の周波数チャネル配置は、特段規定しない。

40MHzシステム

20MHzシステム

対象外 義務付け

義務付け規定なし
キャリアセンス

義務付け

任意

１２.１４ dBi

５ mW/MHz

規定なし

規定なし

2.4 GHz

対象外

対象外 OFDM方式

５/１０/２０
MHz

５０ mW/MHz１０ mW/MHz
規定なし

OFDM方式

OFDM方式、DS方式、シングルキャリア方式
変調方式

任意
（親局に制御されていない局同士は不可）

任意親局－子局（中継可能）接続形態

必要（親局のみ）不要DFS、TPC

２５ mW/MHz５ mW/MHz
最大e.i.r.p.

規定なし１３ dBi最大空中線利得

５ mW/MHz
２５０ mW かつ
２５ mW/MHz

OFDM・DS方式の場合 ： １０ mW/MHz

シングルキャリア方式の場合 ： １０ mW
２５０ mW かつ ５０ mW/MHz

最大空中線電力

２０ MHz

４０ MHz

５/１０/２０ MHz

４０ MHz
チャンネル間隔

屋内外屋内限定屋内外使用場所

5.47-5.725GHz5.25-5.35 GHz5.15-5.25 GHz5.03-5.091 GHz4.9-5.0 GHz周波数帯

20MHz

40MHz

20MHz

40MHz

2.427-2.47075㎓を

使用するFH方式の場合：３㎽/㎒
FH方式を用いない
OFDM・DS方式の場合：１０㎽/㎒

上記以外の方式の場合：１０㎽

注１ 2.4GHz帯については、報告書の参考資料に、2.4GHz帯への高速無線LANの導入が可能である旨及びその際の技術的条件を記載。
注２ 2007年11月までの暫定使用（2012年11月までの延長を電監審に諮問中）。
注３ 無線LANが使用する周波数の追加を電監審に諮問中。
注４ DFS（Dynamic Frequency Selection） ： 無線LANが レーダーと周波数を共用して使用するための機能。

TPC（Transmitter Power Control） ： 無線LANの一の通信系における平均の空中線電力を3dB下げる機能。

注１ 注２

20MHz

40MHz

20MHz

40MHz

注３

注４

技術的条件の概要②
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今後の課題

１ 新たなニーズへの対応

IEEE等の国際標準化機関の動向を注視するとともに、無線LANシステムの将来における新たな利用

ニーズや技術方式の高度化に迅速に対応するため、必要に応じ技術的条件の見直しを図ることが適当

本システムの今後の一層の普及促進に関する課題本システムの今後の一層の普及促進に関する課題

２ 新型レーダーへの対応

5250MHzから5350MHzまでの周波数の電波を使用する気象レーダーの高度化に伴い、必要に応じDFS
の測定条件の見直しを図ることが適当

３ 技術基準の緩和

4900MHzから5000MHzまでの周波数の電波を使用する電気通信業務用固定通信システムの当該周波
数の使用期限（2007年11月30日）の到来に伴い、必要に応じて、同周波数帯を使用する無線アクセスシス
テムの4870MHzから4900MHzまでの周波数帯への不要発射の強度の許容値の見直しを図ることが適当
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シーメンス㈱ コミュニケーションズ モバイルネットワーク部
部長代理

伊藤 健司

三菱電機㈱ 情報技術総合研究所 無線IPアクセス技術部 専任淺原 隆

日本電信電話㈱ アクセスサービスシステム研究所ワイヤレス
アクセスプロジェクト 主幹研究員

眞部 利裕H18.10～

日本電信電話㈱ アクセスサービスシステム研究所ワイヤレス
アクセスプロジェクト 主幹研究員

相河 聡～H18.9

東京大学大学院 新領域創成科学研究科助教授森川 博之主任代理

(社)電波産業会 専務理事若尾 正義主任

所 属氏 名

㈱バッファロー ブロードバンドソリューションズ事業部 無線
応用グループリーダー エキスパート・エンジニア

松浦 長洋

日本電気㈱ モバイルワイヤレス事業部 ワイヤレスアクセス技
術プロフェッショナル

藤本 芳宣

日本無線㈱ マイクロ通信ビジネスユニット 担当部長藤田 昇

ソフトバンクテレコム㈱ ネットワーク統括 ＪＲ・基幹ネット
ワーク部無線技術グループ スタッフマネージャー

藤井 克典

(独)情報通信研究機構 横須賀無線通信研究センター新世代モ
バイル研究開発プロジェクト 主任研究員

浜口 清

関西電力㈱ 経営改革・ＩＴ本部 通信システムグループリー
ダー

江渕 誠H18.7～

関西電力㈱ 経営改革・ＩＴ本部 通信システムグループ マネ
ジャー

林 克哉～H18.6

㈱富士通研究所 NGWプロジェクト部 無線方式開発部 主任研
究員

中村 道春

(財)テレコムエンジニアリングセンター 研究開発部 副部長中川 永伸

ＫＤＤＩ㈱ 技術統轄本部技術開発本部技術戦略部企画調査グ
ループ 課長

中川 篤

三洋電機㈱ 研究開発本部 デジタルシステム研究所 通信シス
テム研究部 課長

土居 義晴

防衛庁 運用企画局情報通信・研究課部員津幡 岳弘

モトローラ㈱ ガバメントリレーションズ統括堤 竹彦

㈱日立国際電気 情報通信システム研究所 第一研究部 部長
大久保 陽
一

H18.6～

㈱日立国際電気 情報通信システム研究所 第一研究部 主任研
究員

塚越 和明～H18.6

所 属氏 名
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（敬称略、全27名）


